
隣接法律専門職種等に対するＡＤＲ代理権の付与に関する検討の視点等 

 

≪検討の視点≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪検討項目≫ 

 

 

 

 

 対象となる 

紛争の種類 

対象となる 

紛争の規模 

対象となる 

ＡＤＲ機関 

能力担保措置

(研修・試験等) 

弁護士の関与

(共同受任等)

弁護士以外の者が提供する法的サー

ビスに対する社会的ニーズの存在 

 

 

 

法的サービスを公正・適確に遂行する

に足る能力の具備 Ａ
Ｄ
Ｒ
の
拡
充
・
活
性
化 

⇒ 

事
案
の
性
格
・
当
事
者
の
事
情
に 

合
っ
た
代
理
人
の
選
択
を
可
能
に

弁護士だけでは不十分な特定の分

野の専門的知見に基づいた助言 

コスト面等で弁護士の委任が事実

上困難な少額・簡易事案での助言

一定の紛争分野に関する専門的知

識・経験 

代理業務を行うために必要な法律

的能力や代理人としての倫理規律

＋ 

＜社会的ニーズ＞ ＜法律的・専門的能力＞ 

＜固有の業務の内容や紛争解決への関与実績等を踏まえ、職種ごとに、 

付与の対象となる範囲・条件に関し、以下の項目等について検討＞ 

ＡＤＲ検討会 
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